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 Ⅰ 認可地縁団体申請 
 
  １ 「町内会、自治会の法人化」とは 
    町内会、自治会等のいわゆる「地縁による団体」は、従来から「権利能力のなき社団」として 

位置づけられ、保有している公民館などの土地や建物などの不動産登記をする場合、団体名義で 
登記できず、自治会長や役員の個人又は共有の名義で登記していたことから次のような問題が生 
じていました。 
 
(1) 登記名義人の債権者が不動産を差し押さえ、競売してしまった。 
(2) 登記名義人が死亡した場合に相続人との間で所有権の争いが生じた。 
(3) 登記名義人が死亡した場合に相続人が多数いたり、遠隔地に居住していたりして手続が遅延 
した。 

(4) 多人数の共有で登記しているため、登記名義人が転出すればその都度登記しなければならな 
い。 

(5) 多人数の共有で登記しているため、移転登記が行われないうちに相続人が特定できなくなっ 
 てしまった。 

     
    このような問題に対処するため、地方自治法の一部が改正され、町内、自治会等の｢地縁によ 

る団体｣に対し権利能力を取得する途が開かれました。【地方自治法第２６０条の２第１項】 
 
 これによって、町内、自治会等の｢地縁による団体｣は、市長の認可を受けることで、法人格を 
持てるようになり、団体名義で不動産登記等ができるようになりました。この場合の法人格取得 
には、市長の認可以外の手続（例えば、法務局への法人登記）は必要ありません。 

   
  ２ 認可の対象となる団体 

・ 認可の対象となる団体は、町又は字の区域その他市内の一定の区域に住所を有するという「 
つながり」（地縁）に基づいて形成された団体いわゆる自治会、町内会等の団体です。（地縁に 
よる団体） 

 
・ スポーツ同好会のような特定の目的の活動を行う団体、老人会や婦人会のように構成員に年 
齢、性別等の特定の属性を必要とする団体は、該当しません。 

 
・ また、町内、自治会等の「地縁による団体」でも、地域的な共同活動を行うための不動産又 
は不動産に関する権利等を現に保有しているか、又は保有することが具体的に予定されている 
ことが必要です。 

 
・ 「不動産及び不動産に関する権利等」とは、登記・登録を要する資産の中でその団体の地域 
的な共同活動に資すると見込まれるもので、次に掲げるものをいいます。 
 
① 土地及び建物に関する所有権、地上権、永小作権、地役権、先取特権、質権、抵当権、賃 

借権及び採石権 
    ② 「立木」の所有権及び抵当権 
    ③ 登記を要する金融資産（国債、地方債及び社債） 
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  ３ 認可要件 
    認可を受けるためには、次の４つの要件を満たすことが必要です。 

                            【地方自治法第２６０条の２第２項】 
 

(1) その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持

及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行っていると

認められること。 

   
     ・ 「良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動」とは、地縁による団体 

が現に行っている活動を総称するもので、特段これまでと異なった活動を念頭において 
いるものではありません。 

・ 活動内容のうち、「住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理」を掲げている 
のは、代表的な内容として例示したものです。 

     ・ 活動内容が、スポーツ活動のみとか、芸術活動のみとかというような特定分野のみで 
  ある場合は、「良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動」とは解されま 

せん。 
   ・ 「良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的」とし 

 ているか否かは、団体の規約に掲げられている目的により判断します。 
     ・ 「現にその活動を行っていると認められること」は、地縁による団体の活動の実績が 

 わかる書類等（活動実績報告書、事業計画書等）により確認します。 
 

(2) その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。 
 
     ・ 「区域」は、その地縁による団体の構成員のみならず市内その他の住民にとっても容 

易にその区域が認識できる区域であることが必要です。 
     ・ 「区域の表示」は、町・字・地番又は住居表示が考えられます。 
     ・ この区域は、その地縁による団体が相当の期間にわたって存続している区域の現況に 

よります。 
① 「相当の期間」とは、一般的には認可申請を行う地縁による団体が、その区域にお 

いて安定的に存在していると認められる期間をいいます。 
      ② 認可の対象となる地縁による団体の区域は、現に存在している地縁による団体の区 

域の現況によります。決して新たな区域の設定・変更につながるものではありません。 
      ③ 地縁による団体が、客観的にも実質的にも存在しているという実態が権利付与の前 

提です。 
 

(3) その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、その相

当数の者が現に構成員となっていること。 

 
     ・ 地縁による団体の構成員は、「区域内に住所を有する自然人たる個人」で、区域に住所 

 を有すること以外には年齢、性別、国籍等の条件はつけられません。 
     ・ 構成員は、「区域内に住所を有する個人」に限られますので、区域外に住所を有する個 

人は、構成員となることはできません。 
     ・ 構成員は、「区域内に住所を有する自然人たる個人」に限られますが、区域内に住所を 

有する法人・組合等の団体を、その地縁による団体の意思決定に参加のできない賛助会員 
とすることはかまいません。 

     ・ 構成員を「世帯」とすることは認められません。 
     ・ 「その相当数の者が現に構成員となっていること」とありますが、「その相当数」とは、 

その区域の全住民の少なくとも過半数をいいます。 
     ・ 「現に構成員となっていること」は、構成員の住所が記載された名簿により確認します。 
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 (4) 規約を定めていること。 
 
     次に掲げている事項が定められていることが必要です。それ以外の事項を記載されていて 

もかまいません。 
    ※規約の作成例を、１３頁～２１頁に掲載しておりますので参考にしてください。 
 
     ① 目 的 
      ・ 「良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うこと」が目的で 

ある旨を記載するもので、特定の活動のみを目的とするような記載は認められません。 
      ・ 「目的」は地縁による団体の権利能力の範囲を明確にする程度に活動内容をできる 

限り具体的に定めてください。 
 

     ② 名 称 
      ・ 団体の名称について地方自治法上の制限はありません。ただし、法令において名称 

独占規定がある場合は留意する必要があります。また、既存の法人と誤認される恐れ 
のある名称は使用しないでください。 
 

     ③ 区 域 
      ・ 「○○町全域」、○○町○○丁目○番○号から○○町○○丁目○番○号までの区域」 
       という表示が考えられます。 
 
     ④ 主たる事務所の所在地 
      ・ 「地縁による団体」は、事務所を定める必要があります。 
      ・ 事務所の所在地がその団体の住所となります。 
      ・ 事務所の所在地は、代表者の自宅、集会所に置くのが一般的ですが、団体の唯一の 

住所として団体内部の連絡や会合等に最も適したところとすることが望まれます。 
・ 集会施設を所在地に指定する場合は、集会施設との協議等を行ってください。 
・ 市所有の集会施設の場合、指定管理などの理由により所在地に指定ができない場合や、 
  指定をするための条件がある場合があります。必ず事前にご相談ください。 

 
     ⑤ 構成員の資格に関する事項 
      ・ 区域に住所を有するすべての個人が「地縁による団体」の構成員となり得ること及 

び正当な理由がない限り、区域に住所を有する個人の加入を拒んではならないことを 
定めなければなりません。 
 

     ⑥ 代表者の資格に関する事項 
・ 代表者は、必ず 1 人置いてください。（地方自治法第 260 条の 5 から第 260 条の 10） 

      ・ 代表者の選出方法、任期、代表者の権限、代表者に委任する事務等について定めて 
ください。（地方自治法第 260 条の 6 から第 260 条の 10） 
 

     ⑦ 会議に関する事項 
      ・ 総会、臨時総会の招集方法、議決方法、議決事項等を定めてください。 
      ・ 原則として構成員の表決権は平等です。（地方自治法第 260 条の 13 から第 260 条の 19） 
 
     ⑧ 資産に関する事項 
      ・ 資産（積極資産をいい、負債は含みません）の構成及び取得、処分等の管理方法等 

について定めてください。 
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  ４ 認可手続について 
 

(1) 認可手続の流れ 
 

事前相談 
 
            ・ 申請できるかどうか、手続はどのようにするのかなどについて、事前 

に各区役所の総務企画課にご相談ください。 
 

地域内での話し合い 
 
            ・ 申請を行うかどうかを、役員さんを中心に話し合ってください。 
 
 

申請書類・現行規約の確認 

 
・ 申請を行うことを総会で決議する前に、各区役所の総務企画課で書類の確 

認を行ってください。（申請書類や規約の規定内容等に不備があった場合、 
再度総会を開催する必要が生じてしまうことがあります。） 

            ・ 当該団体の現行の規約に、総会の招集手続き等の定めが整備されていない 
ときは、議決を行う前に当該規約を整備する必要があります。 

  

総  会 
 
            ・ 申請を行うことを、当該団体の現行の規約に則った正式な総会で決議して 

ください。 
            ・ 総会では、申請を行うことのほか、認可を受けるのに必要な事項 

（５に掲げる７項目 ６頁～７頁）も同時に決議してください。 
 

申  請 

 
            ・ 申請には次の書類が必要です。 

① 認可申請書 
② 規 約 
③ 認可を申請することについて総会で決議したことを証する書類 
（総会議事録の写し ２２頁参照） 

④ 構成員の名簿 
⑤ 保有資産目録又は保有予定資産目録 
⑥ 活動状況を示す書類 
⑦ 申請者が代表者であることを証する書類 
⑧ 区域を示した地図 

 

受  理 
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審  査 
             
            ・ 認可の４つの要件を満たしているか、審査を行います。 
 

認可・告示 
 
            ・ 要件を満たしていれば認可をするとともに、告示を行います。 
             これにより、地縁による団体が法人格を持つことになります。 
 
  ５ 申  請 
    「地縁による団体」の代表者が、申請書に次の書類を添えて各区役所の総務企画課へ提出してく

ださい。【地方自治法施行規則第１８条】 
 
(1) 申請書 

    様式が定められていますので、それに従ってください。 
 

(2) 申請書に添付する書類 
 

① 規  約 

 
      ・ 規約には、認可要件(4)に述べた８項目が必ず定められていることが必要です。 

その他認可要件(4)を参照してください。 
 

② 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

 
      ・ 認可申請について議決した総会議事録で議長及び議事録署名人の署名押印したもの 

の写しが必要です。 
 
※ 議事録については、２２頁【作成例】を参考にしてください。 

 

③ 構成員の名簿 

 
      ・ 構成員の名簿は、各構成員個人単位で氏名、住所を記載したものです。 
      ・ 世帯単位ではなく、個人の名簿が必要です。 
      ・ 構成員の総数は必ず記載してください。 
 

※ 名簿については、２４頁【作成例】を参考にしてください。また、名簿には、 
必ず会員数を記載してください。 

 

④ 保有資産目録、保有予定資産目録 

 
      ・ 申請時に不動産又は不動産に関する権利等を持っている団体にあっては「保有資産 

目録」、申請時に不動産等を持つことを予定している団体にあっては「保有予定資産 
目録」が必要です。 

      ・ 目録の記載については、「保有資産目録記載要領２８頁」又は「保有予定資産目録 
記載要領３０頁」に基づいて記入してください。 
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⑤ その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の

維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っていることを記載した書類 

 
      ・ 前年度の事業報告書、当該年度の計画書、前年度の決算書、当該年度の予算書がこ 

れらの書類にあたります。ただし、ただ単に地域的な活動を行うという内容だけでは、 
計画書とはいえませんので、ある程度具体的な内容が必要です。 

 

⑥ 申請者が代表者であることを証する書類 

 
      ・ 申請者を代表者に選出する旨の議決を行った総会の議事録（議長及び議事録署名人 

の署名・押印のあるもの）の写しと、申請者が代表者となることを受諾した旨の承諾 
書（申請者本人の署名・押印のあるもの）の写しが必要です。 

 

⑦ 区域を示した地図 

 
   ・ 区域がはっきり分かるよう、地図に区域を示したものを提出してください。 
 
  ６ 認  可 
   ・ 市長は、申請された書類を審査し、要件が満たされていれば認可することとなります。 
                           【地方自治法第２６０条の２第５項】 
 
  ７ 告  示 

・ 認可後、市長は速やかに告示します。 
・ この告示がなければ第三者に対抗できません。 
・ この告示は法人登記に代わるものです。 

【地方自治法第２６０条の２第１０項】 
【地方自治法施行規則第１９条】 
        

【告示事項】 
   ①名称 ②規約に定める目的 ③区域 ④事務所 ⑤代表者の氏名及び住所 ⑥裁判所による 

代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職務代行者が選任されている 
場合は、その氏名及び住所） ⑦代理人の有無（代理人ある場合は、その氏名及び住所）   
⑧規約に解散の事由を定めたときは、その事由 ⑨認可年月日 

 
  ８ 台  帳 

・ 告示と同時に、団体の台帳を作成します。 
・ 台帳は、法人登記制度でいう法人登記簿、商業登記簿に代わるものとして作成するもので 
あり、永久保存され、この台帳の写しを証明書として交付します。 

   ・ 不動産の登記にあたっては、この証明書が必要となります。 
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 Ⅱ 認可後の地縁団体 
 
  １ 印鑑登録申請 

・ 認可地縁団体の印鑑を公に証明するものです。 
・ 原則、代表者のみが申請可能となります。 
 （必要書類等） 

① 認可地縁団体印鑑登録申請書（３３頁参照） 
② 登録をする団体の印鑑 
③ 代表者個人の実印 
④ 代表者個人の印鑑証明書 

    ※代理人が申請できるのは、告示事項で、代表者等の代理人として告示が行われている認可地縁 
団体に限ります。 
 

 
  ２ 認可地縁団体証明書の交付 

・ 誰でも、市長に対して証明書の交付を請求することができます。 
（必要書類等） 

① 認可地縁団体証明書交付請求書（３４頁参照） 
② 1 通 300 円の手数料 

※郵便によっても証明書の送付を求めることができます。この場合、相当額の切手を貼付した返 
信用封筒を同封してください。 

【地方自治法第２６０条の２第１２項】 
【地方自治法施行規則第２１条】 
 
 

  ３ 認可地縁団体印鑑登録証明書の交付 
・ 不動産登記などの申請において、印鑑登録証明書の提出が必要な場合がありますので、必要に

応じて交付請求を行ってください。 
・ 原則、代表者のみが申請可能となります。 
（必要書類等） 

① 認可地縁団体印鑑登録証明書交付請求書（３５頁参照） 
② 登録している団体の印鑑 
③ 1 通 300 円の手数料 

※代理人が申請できるのは、告示事項で、代表者等の代理人として告示が行われている認可地縁 
団体に限ります。 

 
  ４ 告示事項の変更 
   ・ 告示された事項に変更があった場合は、変更の届出が必要となります。変更する内容について

は告示を行い、同時に台帳の記載事項も変更します。 
（告示事項は、７頁の７を参照してください。） 

    （必要書類） 
① 告示事項変更届出書（３２頁参照） 
② 変更があったことを証する書類（議事録） 
③ 就任承諾書（※代表者変更の場合） 

【地方自治法第２６０条の２第１１項】 
【地方自治法施行規則第２０条】  
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  ５ 規約の変更 
   ・ 規約を変更する場合は、規約変更認可申請書を提出し、市長の認可を得なければなりません。 
   ・ 規約に別段の定めがある場合を除き、総構成員の４分の３以上の同意を得て変更することが 

できます。 
・ 規約の変更が告示事項の変更を伴う場合は、規約の変更の認可後、次に告示事項の変更の届 
出が必要です。 
（必要書類） 

① 規約変更認可申請書（３１頁参照） 
② 規約変更の内容及び理由を記載した書類（新旧対照表、新規約案及び現行規約など） 
③ 規約変更を総会で議決したことを証する書類（議長及び議事録署名人が署名・押印した総会

の議事録の写し） 
【地方自治法第２６０条の３】 
【地方自治法施行規則第２２条】 

 
 
 ６ 認可の取消し及び解散 

・ 取消し 
    「地縁による団体」が、認可要件のいずれかを欠いた場合、又は不正な手段により認可を受け 

たときは、認可を取り消されることがあります。 
・ 解 散 

    次に掲げる事由によって解散します。 
① 規約に定める解散事由の発生 
② 破産 
③ 認可の取消し 
④ 規約に別段の定めある場合を除き、総構成員の４分の３以上の承諾のある総会の決議 
⑤ 構成員の欠亡 

・ 解散には民法の規定が準用されます。その場合は、遅滞なく市長にその旨を届け出てください。 
・ 解散した場合や清算結了の場合には、告示されます。 

 
 
 ７ 認可団体の事務 

・ 通常総会の開催 
    少なくとも年に１回通常総会を開く必要があります。 

・ 財産目録・構成員名簿 
    認可を受けるとき及び毎年初め３箇月以内（ただし、事業年度を設けるものは、その年度の終 

了後３箇月以内）に、財産目録（保有資産、流動資産等）を作成し、常に事務所に備え置くこ 
とが必要です。又、構成員名簿も備え置き、構成員に変更があったときは、訂正することが必 
要です。 

 
 
 ８ 留意点 

・ 認可は、「地縁による団体」を公共団体その他の行政組織の一部とすることを意味するもの 
ではありません。 

・ 認可を受けた「地縁による団体」は、正当な理由がない限り、その区域に住所を有する個人 
の加入を拒むことはできません。 

・ 認可を受けた「地縁による団体」は、民主的な運営の下に、自主的に活動するものとし、構 
成員に対し不当な差別的取扱いをしてはなりません。 

・ 認可を受けた「地縁による団体」は、特定の政党のために利用してはなりません。ただし、 
構成員各個人の政治活動を制限するものではありません。 

   ・ 市には、認可を受けた「地縁による団体」に対して、一般的監督権限を有しません。認可の 
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前後で自治会・町内会との関係が変わるものではありません。 
・ 法人税法、その他法人税に関する法令の規定の適用については、公益法人とみなされます。 
詳細は関係機関にお問い合わせください。（４６頁参照） 

・ 認可を受けた「地縁による団体」は、良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同 
活動を行うことを目的とするものであり、営利活動を行う場合においても、規約に定める目的 
を達成するために必要な範囲内に限定しなければなりません。この場合収益事業に対し、法人 
税等の課税関係が生じます。
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  Ⅲ 申請関係書類作成要領 
 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

     ○ 作 成 書 類 
 

      １ 規   約（作成例）       ・・・・・・ １３ページ 

 

      ２ 議 事 録（作成例）       ・・・・・・ ２２ページ 

 

      ３ 構成員名簿（作成例）       ・・・・・・ ２４ページ 

 

      ４ 就任承諾書（作成例）       ・・・・・・ ２５ページ 

 

      ５ 申 請 書            ・・・・・・ ２６ページ 

 

      ６ 保 有 資 産 目 録     ・・・・・・ ２７ページ 

 

      ７ 保有資産目録記載要領     ・・・・・・ ２８ページ 

 

      ８ 保 有 予 定 資 産 目 録     ・・・・・・ ２９ページ 

 

      ９ 保有予定資産目録記載要領     ・・・・・・ ３０ページ 

 

     １０ 規 約 変 更 認 可 申 請 書     ・・・・・・ ３１ページ 

 

     １１ 告 示 事 項 変 更 届 出 書     ・・・・・・ ３２ページ 

 

     １２ 認可地縁団体印鑑登録申請書    ・・・・・・ ３３ページ 

 

     １３ 認可地縁団体証明書交付請求書   ・・・・・・ ３４ページ 

 

     １４ 認可地縁団体印鑑登録証明書交付請求書 ・・・・ ３５ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書の種類や概要は、Ⅰで説明したとおりですがここでは、具体的な作成書類

及び規約等の作成例を掲載しております。 

規約はあくまでも一つの例示ですが、★の付いた８項目（地方自治法第 260 条の

2第 3項 1～8関係）及び☆の付いた項目は、必ず定めてください。また、解説部

分についても確認のうえ作成ください。 
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【作成例】 
 

会 則 本 文 解   説 
 
 

○○自治会規約 
 
 

第１章 総 則 
 
 （目的及び事業） 
第１条 本会は、地域の住民相互の連絡、環境の整備、 
集会施設の維持管理等、良好な地域社会の維持及び 
形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的と 
し、次の各号に掲げる事業を行う。 
(1) 会員相互の連絡と親睦を図ること。 
(2) 区域内の美化、清掃等の環境整備に関すること。 
(3) 集会施設その他の財産の維持管理に関すること。 
(4) 福利、厚生に関すること。 
(5) 交通安全、防犯、防火等に関すること。 
(6) その他目的達成に必要なこと。 

 
 
 （名 称） 
第２条 本会は、○○自治会と称する。 
 
 
 
 
 （区 域） 
第３条 本会の区域は、熊本市○○区○○町△△番□□
号から熊本市○○区○○町△△番□□号までの区域と
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 （主たる事務所の所在地） 
第４条 本会の事務所は、熊本市○○区○○町△△番□
□号に置く。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・「規約」でなくても「会則」、「規則」等でも差
し支えありません。 
 
 
 
（目的及び事業） 
★「目的」は記載必要事項。 
・「良好な地域社会の維持及び形成に資する地域

的な共同活動を行うこと」が目的である旨の
記載が必要です。 

・スポーツや芸術などの特定の活動のみを目的
とするような記載は、認められません。 

・この目的の範囲内において団体は権利義務を
有することとなるので、活動内容をできるだ
け具体的に記載してください。 

 
 
 
（名 称） 
★「名称」は記載必要事項。 
地方自治法上では、特別の制限はありませんが、
他の法律に抵触しないか注意してください。 
 
 
（区 域） 
★「区域」は記載必要事項。 
団体の区域は住民にとって客観的に明らかなも
のとして定められている必要があるため、町又
は字及び地番又は住居表示により表示されるこ
とが望ましいですが、河川や道路等による区域
の表示（○○町○○丁目のうち県道□□号線の
北の区域）も、その区域が客観的に一義的なも
のとして認識できるものであれば可能です。 
 
 
（主たる事務所の所在地） 
★「主たる事務所の所在地」は記載必要事項。 
事務所の所在地が、その地縁による団体の住所
となります。 
事務所の所在地は、代表者の自宅、集会所に置
くのが一般的ですが、団体の唯一の住所として
団体内部の連絡や会合等に最も適したところと
することが望まれます。 
 住居表示又は地番及び家屋番号によって定め
る方法のほかに、「本会の事務所は、代表者の自
宅に置く」という定め方も可能です。 
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第２章 会 員 

 
 （会員の資格） 
第５条 本会は、第３条に定める区域内に住所を有す 
る個人が全て会員となることができる。 

 
２ 本会は、正当な理由がない限り、前項に定める個 
人の加入を拒んではならない。 

 
 
 
 
３ 第３条に定める区域内に住所を有する法人、組合 
等の団体は、総会で表決権を有しない賛助会員にな 
ることができる。 

 
 
 
 （入退会） 
第６条 本会に入会しようとする者は、入会届を、退 
会しようとする者は、退会届を会長あてに提出しな 
ければならない。 

２ 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、退会
したもの 
とみなす。 
(1) 住所を区域外に移したとき。 
(2) 死亡したとき。 

 
 
 

第３章 役 員 
 

 （役 員） 
第７条 本会に次の役員を置く。 
(1) 会長   １人 
(2) 副会長  ○人 
(3) 理事   ○人 
(4) 会計   ○人 
(5) 班長   ○人 
(6) 監事   ○人 

 
 
 
（役員の職務） 
第８条 会長は会務を統括し、会を代表する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又 
は欠けたときは、会長があらかじめ指定した順序に 
よって、その職務を代行する。 

３ 理事は、会長の命を受けて会務を分担し、会員名 
簿その他の必要書類を作成する。 

４ 会計は、会の出納事務を処理し、必要な書類を管 
理する。 

５ 班長は、班員と役員会との連絡にあたる。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（会員の資格） 
★「構成員の資格に関する事項」は記載必要  
事項。 

・区域に住所を有する者は、誰でも会員になり
うることを定めるものであり、年齢、性別、
国籍等による制限はできません。 

・区域外の者は、会員にはなれません。 
・自然人たる個人を基礎とするものであるため、

世帯を会員とすることはできません。 
 
・法人や組合等の団体は構成員とはなれません
が、区域に住所を有する法人、組合等を賛助
会員とすることは可能です。ただし、表決権
等の団体の意思決定には関与できません。 

 
 
（入退会） 
☆加入（退会）の手続事項を定めてください。 
・加入（退会）手続は、加入（退会）希望者の
加入（退会）の意志が団体として確認できる
ものにとどめ、加入（退会）に際し、いかな
る意味においても制約を課するようなものと
することは認められません。 

・入会（退会）届の提出を求める場合は、役員
会又は会の細則で様式を規定してください。 

 
 
 
 
 
（役 員） 
★「代表者に関する事項」は記載必要事項。 
・代表者は、必ず 1 人置いてください。 
（地方自治法第260条の5から第260条の10） 
・第8条第２項の関連で、副会長を置くことが必

要です。 
・監事は、規約又は総会の決議で１人又は複数
人置くことが適当です。 

 （地方自治法第 260 条の 11 及第 260 条 
の 12） 

 
（役員の職務） 
・法律上団体の代表権は代表者（会長）1 人に
帰属しますので、会長が事故等により代表権
を行使できなくなったときに備えて副会長が
会長の職務を代行する旨を規定しておくのが
適当です。 

・ただし、副会長による会長の事務の代行は、
法律行為に及び得ないので、直ちに後任の会
長を選出しなければなりません。 

・なお、条文第２項中のあらかじめ指定した順
序とあるのは、副会長が複数のときを想定し
たものです。 

・理事、会計、班長等の職務についても明らか
にしておくことが適当です。 
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６ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 本会の会計及び財産の状況を監査すること。 
(2) 本会の事務の執行状況を監査すること。 
(3) 会計及び財産の状況又は事務の執行について、 
不整の事実を発見したときは、これを総会に報告 
すること。 

(4) 前号の報告をするため必要と認めるときは、総会 
の招集を請求すること。 

 
 
（役員の任期） 
第９条 役員の任期は、○年とする。ただし、再任を 
妨げない。 

２ 補欠により選任された役員の任期は、前任者の残 
任期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期終了後においても、後任者が 
就任するまでは、その職務を行わなければならない。 

 
 
 
（役員の選任） 
第 10 条 役員は、総会において選任する。 
２ 監事は、その他の役員と兼任することはできない。 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 総 会 
 
 
 （種 別） 
第 11 条 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 
 
 
 （構 成） 
第 12 条 総会は、会員をもって構成する。 
 
 
 （機 能） 
第 13 条 総会は、次に掲げる事項を審議し、議決する。 

(1) 事業計画、活動報告に関する事項 
(2) 予算、決算に関する事項 
(3) 資産に関する事項 
(4) 規約の改定に関する事項 
(5) 会費の改定に関する事項 
(6) 役員の選任及び解任に関する事項 
(7) その他本会の運営に関する重要事項 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（役員の任期） 
・役員の任期は、法律上特に規定はありません
が、数ケ月といった短いものでは事務執行の
一貫性の確保の上で問題があり、他方、あま
りに長期にわたるものも種々の弊害を生ずる
といえます。 

・事務執行上支障ないよう左記第９条第３項の
規定を定めておくことが望まれます。 

 
 
（役員の選任） 
・役員の選任は総会において行うことが必要で
す。 

・役員の解任手続を定める場合には、個別に総
会議決を要する等の具体的手続を規約に定め
ておくことが適当です。 

・監事は、会務の執行を監査する職務上、会長、
副会長その他の役員との兼務を避ける必要が
あります。 

 
 
 
 
 
★「会議に関する事項」は記載必要事項。 
 通常総会及び臨時総会の招集方法、議決方法、
議決事項等を定めてください。 

 （地方自治法第 260 条の 13 から第 260 条 
の 17） 

 
 
 
（機 能） 
・総会は、団体の運営に関する事項のうち、規
約により役員に委任したものを除き全ての事
項について議決できます。 

・なお、規約の改正等法律により総会の専権事
項とされているものについては、規約をもっ
てしても他へ委任できません。 
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 （開 催） 
第 14 条 通常総会は、毎年○月に開催する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 臨時総会は、次の各号のいずれかに該当する場合 
に開催する。 
(1) 会長が必要と認めたとき。 
(2) 会員の５分の１以上から会議の目的たる事項を 
示して請求があったとき。 

(3) 第８条第６項第４号の規定により監事から 
開催の請求があったとき。 

 
 
（招 集） 
第15条 総会は、会長が招集する。 
 
 
２ 会長は、前条第２項第２号及び第３号の規定による
請求があったときは、請求のあった日から○日以内に
臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会員に対し、会議の目的 
たる事項及びその内容並びに日時及び場所を示して、 
開会の日の５日前までに文書をもって通知しなけれ 
ばならない。 

 
 （議 長） 
第 16 条 総会の議長は、その総会において、出席し 
た会員の中から選出する。 

 
 
 
 
 
 （定足数） 
第 17 条 総会は、総会員の２分の１以上の出席がなけ 
れば開会することができない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（開 催） 
☆左記第１４条第２項第１～３号は記載必要事
項。 
・通常総会は、少なくとも年１回開催する必要 
があります。（地方自治法第 260 条の 13） 

・通常総会の開催時期は、年度終了後３ケ月以
内に財産目録を作成する必要があることか
ら、事業報告書、決算書を作成し、その承認
を行うために、年度終了後３ケ月以内に開催
する必要があります。 

（地方自治法第 260 条の 4） 
・年度当初から総会開催までの間は予算が成立
していなくて支出行為ができないため、第３
２条第２項のように規定しておくことが適当
です。 

 
 
・左記第２項第２号の５分の１は規約によって
変更できます。 
ただし、会員の総会招集を求める権利の行使
が困難となるような割合を設けることのない
よう留意する必要があります。 

 
 
 
 
（招 集） 
☆左記第１５条は記載必要事項。 

 
 
・総会の招集は、少なくとも５日前までにその
会議の目的たる事項を示し、規約に定めた方
法で行わなければなりません。 
（地方自治法第 260 条の 15） 

 
 
 
 
（議 長） 
・総会の議長は、必ず会員の中から選出する必
要があります。 

・会長は、会員の中から選任されているので、
「総会の議長は、会長がこれにあたる。」と規
定しても差し支えありません。 

 
 
（定足数） 
・法律上定足数の定めはありませんが、左記の
ように規定しておくことが適当と考えられま
す。 

・定足数には、第 20 条の書面表決を行った会員
及び委任により代理行使した会員数を含みま
す。 

 
 
 
 
 
 



17  

 

 
 （議 決） 
第 18 条 総会の議事は、この規約に定めるもののほ 
か、出席した会員の過半数をもって決し、可否同数 
のときは、議長の決するところによる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（表決権） 

第 19 条 会員は、総会において、各々１箇の表決権 
を有する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 次の事項については、前項の規定にかかわらず、会
員の表決権は、会員の所属する世帯の会員数分を１と
する。 
(1) ●●● 
(2) △△△ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（書面表決等） 
第 20 条 止むを得ない理由のため総会に出席できな 
い会員は、あらかじめ通知された事項について書面 
をもって表決し、又は他の会員を代理人として表決 
を委任することができる。 

２ 前項の場合における第１７条及び第１８条の規定 
の適用については、その会員は出席したものとみな 
す。 

 
 
 
 
 
 
 

 
（議 決） 
・法律上議決に要する会員数の定めはありませ
んが、このように規定することが適当と考え
られます。 

・議決数には、第 20 条の書面表決を行った会員
及び委任により代理行使した会員の数を含み
ます。 

・「この規約で別に規定するもの」とは、特定の
事項について出席会員の３分の２（４分の３）
以上の賛成を要することとするような定めが
あるものを指します。 

・「可否同数のときは、議長の決するところによ
る。」とは、議長は、会員としての固有の表決
権を行使するほかに、議長としての表決権も
行使することができるという意味です。 

 
 
（表決権） 
・会員から表決権を奪うような定めはできませ
ん。 

・表決権は、会員１人１票を原則とします。 
 （地方自治法第 260 条の 18） 
・未成年者の表決権の行使については、民法の
定めにより法定代理人の同意を要することに
なります。したがって、親権者の同意又は代
理により行使することとなります。 

 
 
・第２項の規定は、前項の１人１票の原則の例
外として、世帯全体で１票とするものです。 

・第２項の規定により、世帯単位で表決権を行
使する場合でも、各個人の表決権を奪うこと
はできませんので、世帯の代表者１人に個人
の表決権を委任することにより世帯の表決権
を行使することとなります。 

・どの事項がこれに該当するかについては、世
帯単位で活動し、意思決定を行うことが沿革
的にも実態的にも地域社会において是認さ
れ、そのことが合理的であると認められる事
項に限られるものでなければなりません。し
たがって、規約変更、財産処分、解散の議決
はこれには該当しません。又、役員の選任等
もこれに該当させることは適当とは考えられ
ません。 

 
（書面表決等） 
・総会における表決権の行使は、会員自らが出
席して行使するのが原則ですが、会員数がき
わめて多数の場合にこの原則を徹底すると事
実上総会の開催が困難となるため、この規定
を置くことが適当です。 

・書面表決を行った会員及び委任により代理表
決を行った会員を、定足数の規定、議決の規
定に要する会員数に含める必要があります。 

 （地方自治法第 260 条の 18） 
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（総会の議事録） 

第 21 条 総会の議事については、次の事項を記載し 
た議事録を作成しなければならない。 
(1) 日時及び場所 
(2) 会員の現在数及び出席者数（書面表決者及び表 
決委任者を含む） 

(3) 開催目的、審議事項及び議決事項 
(4) 議事の経過の概要及びその結果 
(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

 
２ 議事録には、議長及びその会議において選任され 
た議事録署名人２人以上が署名押印をしなければな 
らない。 
 
 
 

第５章 役員会 
 

 （構 成） 
第 22 条 役員会は、監事を除く役員をもって構成する。 
 
 （機 能） 
第 23 条 役員会は、この規約で別に定めるもののほか、 
次の事項を議決する。 
(1) 総会に付議すべき事項 
(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項 
(3) その他総会の議決を要しない会務の執行に関す 
 る事項 
 
 
 
（招 集） 

第 24 条 役員会は、会長が必要と認めるとき招集する。 
２ 会長は、役員の○分の１以上から会議の目的である 
事項を記載した書面をもって招集の請求があったとき 
は、その請求のあった日から○日以内に役員会を招集 
しなければならない。 

３ 役員会を招集するときは、会議の日時、場所、目的 
及び審議事項を記載した書面をもって少なくとも○日 
前までに通知しなければならない。 

 
  
（議 長） 

第 25 条 役員会の議長は、会長がこれにあたる。 
 
 
 （定足数等） 
第 26 条 役員会には、第１７条、第１８条、第２０条及
び第２１条の規定を準用する。この場合において、こ
れらの規定中「総会」とあるのは「役員会」と、「会員」
とあるのは「役員」と読み替えるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（総会の議事録） 
・会議が有効に成立し有効に議決されたことを
証明するために議事録を作成することが必要
です。 

・議事録は、認可申請、告示事項変更届、規約
変更認可申請等に必要となります。 

 
 
 
 
☆左記第２１条第２項は記載必要事項。 
 
 
 
 
 
 
 
（構 成） 
・団体の最高意思決定機関は総会ですが、事実
上の執行に関する事項は役員会で決定するこ
とが適当です。 

・監事は、会務の執行を監査する職務上、会務
の執行方針を決定する役員会に参画しないこ
とが適当です。「監事を除く役員で構成する」
または、「監事は役員会に出席できるが表決権
を有さない」などの規定が必要です。 
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第６章 資産及び会計 

 
 （資産の構成） 
第 27 条 本会の資産は、次の各号に掲げるものをもっ 
て構成する。 
(1) 別に定める財産目録記載の資産 
(2) 会費 
(3) 活動に伴う収入 
(4) 資産から生ずる果実 
(5) その他の収入 

 
 
 
 （会 費） 
第 28 条 会費は、総会において別に定める金額を徴収 
する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 （資産の管理） 
第 29 条 本会の資産は、会長が管理し、その方法は役 
員会の議決によりこれを定める。 

 
 
 
 
 
 （資産の処分） 
第 30 条 本会の資産で第２７条第１号に掲げるもの 
のうち別に総会において定めるものを処分し、又は 
担保に供する場合には、総会において出席会員の４ 
分の３以上の議決を要する。 

 
 
 （経費の支弁） 
第31条 本会の経費は、資産をもって支弁する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
★「資産に関する事項」は記載必要事項。 
 資産の構成及び取得処分等の管理方法等を定
めてください。 

・資産の構成は、保有する具体的な動産、不動
産及び金融資産を全て掲げることも可能で
す。（負債は含みません。） 

・財産目録は、設立時及び毎年（年度）始め 3
カ月以内に作成しなければなりません。 
（地方自治法第 260 条の 4） 

 
 
（会 費） 
・会費は、構成員にとっても地縁による団体に
とっても重要事項ですので、規約に金額も含
めて定めるか又は総会において決するものと
規約で定める必要があります。ただし、規約
で金額を定めた場合は、その変更の都度、規
約変更の手続が必要となりますので、第 35 条
に規定する総会の議決が必要となります。 

・賛助会員を有する場合は、第 2 項として、「賛
助会員は、総会において別に定める会費を納
入しなければならない。」と規定することが適
当です。 

 
 
（資産の管理） 
・資産を管理し経費を支弁することは、役員会
の定める方法により会長が行うこととするこ
とが適当と考えられますが、不動産等の会の
活動上重要な固定資産の処分には総会の議決
を要することとする必要があります。 

 
 
（資産の処分） 
・団体の活動上重要な固定資産の処分等につい
ては、総会の特別の議決（４分の３以上の議
決）により行うことが適当と考えられます。 

 
 
 
（経費の支弁） 
・日常の出納事務は、会計を設けた場合は、会
計が担当します。 
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 （事業計画及び予算） 
第 32 条 本会の事業計画及び収支予算は、会長が作成 
し、毎会計年度開始前に、総会の議決を経て定めなけ 
ればならない。これを変更する場合も同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、年度開始後に予算が総会 
において議決されていない場合には、会長は、総会に
おいて予算が議決される日までの間は前年度の予算を
基準として収入支出をすることができる。 

３ 前項の収入支出は、あらたに成立した予算の収入支 
出とみなす。 

 
 
（事業報告及び決算） 
第 33 条 本会の事業報告及び収支決算は、会長が事業 
報告書、収支決算書、財産目録等として作成し、監事 
の監査を受け、毎会計年度終了後３ケ月以内に総会の 
承認を受けなければならない。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 （会計年度） 
第 34 条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、 
翌年３月３１日に終わる。 

 
 

第７章 規約の変更及び解散 
 
 

 （規約の変更） 
第 35 条 この規約は、総会において総会員の４分の３ 
以上の議決を得、かつ、熊本市長の認可を受けなけれ 
ば変更することはできない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（解 散） 
第 36 条 本会は、地方自治法第２６０条の２０の規定に 

より解散する。 
２ 総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４ 
分の３以上の承認を得なければならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（事業計画及び予算） 
（事業報告及び決算） 
・事業計画・事業報告及び収支予算・決算は、
地縁による団体にとって重要事項ですから、
総会の決議を経て定め、また、承認を受ける
必要があります。 

・財産目録は、年度の定め方如何にかかわらず
年度終了後３ケ月以内に作成しなければなら
ないこととされています。（地方自治法第 260
条の 4）したがって、事業報告や収支決算も
年度終了後３ケ月以内に総会で承認を得る必
要があります。 

・ただし、事業計画及び予算の議決を年度開始
前に行い、事業報告及び決算の承認を年度終
了後に行うためには通常総会を年２回行う必
要となりますが、通常総会は、年度終了後３
ケ月以内に１回行うのが通例です。 

 したがって、年度開始前に総会を開催し、事
業計画及び収支予算の議決を行わない限り、
年度開始当初から通常総会において予算が議
決されるまでの間は、事業計画及び収支予算
がないことになりますので、そのような不都
合が生じないよう、第３２条第２項、第３項
のように規定しておくことが、実務上、適当
です。 

 
（会計年度） 
・会計年度の定め方は特に制限はありません。 
 一般的には、4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで、

1 月 1 日から 12 月 31 日までとする例が多い
と思われます。 

 
 
 
（規約の変更） 
・規約の変更は、総会の専決事項となっており
ます。従って、役員等の規定により変更する
旨の規定はできません。（地方自治法第 260
条の 3 第 1 項） 

・規約の変更は、市長の認可事項です。 
・総会議決数の「４分の３」の定数を変更する
ことは可能ですが、規約変更という重要事項
を少数の会員の意思により決することのない
よう、これを引き下げることには慎重である
べきです。 

 
（解 散） 
・解散事由は次のとおり 
ア 破産 
イ 認可の取消 
ウ 会員の欠亡 
工 総会員の４分の３以上の同意による総会の
決議 

・アからウまでの事由により団体は当然に解散
することとなります。 

・エについては、総会の専権事項であり、議決
定数の趣旨についても規約変更の場合と同様
です。 

・なお、ア～エの他に特別な解散事由を定める
こともできます。 
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 （残余財産の処分） 
第 37 条 本会の解散のときに有する残余財産は、総会 
において総会員の４分の３以上の議決を得て、本会と 
類似の目的を有する団体に寄付するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第８章 雑 則 
 
（備付け帳簿及び書類） 
第 38 条 本会の事務所には、帳簿及び書類を備え置く。 

(1) 規約 
(2) 会員名簿 
(3) 役員名簿 
(4) 認可及び登記等に関する書類 
(5) 総会及び役員会の議事録 
(6) 収支に関する帳簿及び証拠書類 
(7) 財産目録等資産の状況を示す書類 
(8) その他必要な帳簿及び書類 

２ 前項の帳簿及び書類は、会員が目的、事由を示し 
て閲覧を求めたときは、業務に支障がない限り、閲 
覧することができる。 

 
 
 （委 任） 
第 39 条 この規約の施行に関し必要な事項は、総会の 
議決を経て○○が別に定める。 
 
 
 
 
 
 

附 則 
１ この規約は、 ○年○月○日から施行する。 
 
２ 本会の設立初年度の事業計画及び予算は、第３２条
の規定にかかわらず、設立総会の定めるところによる。 

３ 本会の設立初年度の会計年度は、第３４条の規定に 
かかわらず、設立認可のあった日から○年○月○日ま 

 でとする。 
 
 

（地方自治法第 260 条の 20） 
（地方自治法第 260 条の 21） 
 
 
（残余財産の処分） 
・左記のように定める方法と特定の個人等を残
余財産の帰属権利者として定める方法といず
れの方法でも可能ですが、営利法人に寄付し
たり、会員に分配するような定めは地縁によ
る団体としての目的からして適当ではありま
せん。したがって、認可地縁団体と類似の目
的を有する団体に帰属させることが適当で
す。 

（地方自治法第 260 条の 31） 
・残余財産の帰属権利者を決定する総会の議決
は、解散の決議と同様に地縁による団体にと
って重要な決定であることから、解散決議と
同様に総会員の「４分の３」以上の議決を経
ることが望ましいと考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（委 任） 
・規約施行上の細則を定める者は、会長でも役
員会等でもよいのですが、必ず委任する事項
について総会の議決を経る必要があります。 

・なお、細則としては、「弔慰金規定」や「旅費
規定」などが挙げられます。 

 
 
 
 
・規約の変更は、市長の認可を要します。 
その際は、例えば「改正後の規約は、市長の
認可を受けた日から施行する。」となります。 

・年度中途に設立認可を予定する場合は、事業
年度及び会計年度が変則となるため、附則に
定めることが適当です。 
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【作成例】 

総会議事録（例） 
 

 １ 開催日時   ○年○月○日 午前（午後）○時○分 

 ２ 開催場所 

 ３ 会員総数     名 

 ４ 定 足 数     名 

 ５ 出席者数     名（委任状及び表決書面の提出による出席者   名を含む） 

             （欠 席 者 数    名） 

 ６ 議 事 

  (1) 議長選任の件 

     定刻にいたり、本日の総会は定数を満たしたので、有効に成立した旨を告げ、議長の選任 

方法を諮ったところ、満場一致をもって○○を議長に選任した。 

  (2) 地方自治法第２６０条の２の「地縁による団体」の認可の件 

     議長は、本会が地方自治法第２６０条の２に定める認可地縁団体になるための認可申請を 

行うことになった経緯について、担当役員に報告させ、承認を求めたところ、全員異議なく 

これを可決し、承認した。 

 (3) 規約に関する件 

    議長は、規約改正について、担当役員に説明させ、承認を求めたところ、全員異議なく原 

案どおり可決し、承認した。なお、従前の規約は、これにより廃止された。 

(4) 会員に関する件 

   議長は、会員名簿により、本会の  ○年○月○日現在の会員総数   名であることを 

  担当役員に説明させ、承認を求めたところ、全員異議なくこれを可決し、承認した。 

(5) 代表者の決定に関する件 

   議長は、○○○○を地方自治法第２６０条の２第２項に定める｢地縁による団体｣の代表者 

  として選任することについて、担当役員に説明させ、承認を求めたところ、全員異議なくこ 

れを可決し、承認した。 

（6）認可後の事務所の所在地に関する件 

（事務所の所在地を会長宅以外の集会所等に置く場合） 

①△△運営委員会は法人格を有しない団体のため、○○集会所の土地（建物）を登記し、管理 

していくことが難しい状況にある。しかし、今後も地域の集会施設として維持管理し、使用 

していくためには登記手続きが不可欠である。そのため、当該集会所の土地（建物）を本会 

の団体名義で登記し、管理していく必要が生じた。 

②主たる事務所の所在地は本会の住所として扱われることとなるが、登記の事務手続き等の煩 

雑さを軽減させるため、当該所在地は地域活動の拠点として使用している施設に置くことが 

望ましい。そのため、本会内部の連絡や会合等のため、日頃より活動の拠点として利用して 

いる当該集会所に所在地を置くこととした。（当該施設に事務所の所在地を置くことになっ 

た経緯・理由を詳しく記載する） 

    ③○○集会所に所在地を置くことについては、○○集会所の△△運営委員会との協議の上、〇 

月〇日実施の総会（役員会）にて承諾を得ている。 

     議長は、当該所在地に関して、①～③のように担当役員に説明させ、承認を求めたところ、 

    全員異議なくこれを可決し、承認した。 

  (7) 資産に関する件 

     議長は、本会の認可申請時における財産目録の内容について、担当役員に説明させ、承認 

 を求めたところ、全員異議なくこれを可決し、承認した。 

  (8) 事業計画、収支予算及び会計年度に関する件 

議長は、本会の〇〇年度事業計画及び収支予算について、担当役員に説明させ、承認を求め 

たところ、全員異議なくこれを可決し、承認した。また、認可後の初年度の会計年度は、〇〇 

年 4月 1日（または認可日）に始まり翌年 3月 31日に終わる。なお、同初年度の事業計画、 

予算については、当該総会において決定したところによる。このことについて説明し、承認を 

求めたところ、全員異議なくこれを可決し、承認した。 
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   （9） 認可申請に関する提出書類に関する件 

    ⅰ）良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っていることを記載し 

た書類について 

本会の具体的な活動内容が分かる書類として、前年度の事業活動報告書を提出する。 

        ⅱ）本会の区域について 

      本会の区域は、熊本市○○区○○町△△番□□号から熊本市○○区○○町△△番□□号ま 

      でであるため、当該範囲を地図に示したものを提出する。 

議長は、認可申請に関する提出書類に関して、ⅰ）～ⅱ）のように担当役員に説明させ、承 

    認を求めたところ、全員異議なくこれを可決し、承認した。 

 

  (10) 議事録署名人に関する件 

     議長は、本会議の議事録署名人として、○○○○と○○○○を選任することについて、担 

当役員に説明させ、承認を求めたところ、全員異議なくこれを可決し、承認した。 

    

    

   以上の議事録が正確であることを証するため、議長及び議事録署名人は署名押印する。 

 

 

 

            ○年○月○日 

 

 

議    長   ○○○○   印 

議事録署名人   ○○○○   印 

議事録署名人   ○○○○   印 

 

 

 

 

＊ 上記議事録記載例は、臨時総会で認可申請について決議する際の記載事項の一例です。 

  通常総会などで他の議題がある場合は、その議事内容も記載してください。 
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【作成例】               ＊ 最後のページには、会員数の累計も記載してください 

 

○○自治会構成員名簿（例） 
 

【会員数    名】 

氏   名 住        所 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

- １ - 

＊ 構成員名簿の通し番号を記載してください 
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【作成例】 

 

 

 

就 任 承 諾 書（ 例 ） 
 

 

 

   私 は 、 地 方 自 治 法 第 ２ ６ ０ 条 の ２ 第 ２ 項 に 規 定 す る 地 縁 に よ る 団 

体 の 認 可 申 請 に あ た り 、     年  月  日 開 催 の 総 会 の 議 決 に 従 い 、 本 

件 申 請 に 関 す る             会 の 代 表 者 に な る こ と を 承 諾 し ま 

す。 

 

 

 

 

 

 

       年   月   日 

 

 

 

 

 

   住     所   熊 本 市                             

 

 

 

 

 

 

 

   氏     名                                印   
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  年  月  日 

 

熊本市長 大西 一史  様 

 

認可を受けようとする地縁による 

団体の名称及び主たる事務所の所在地 

（名 称） 

（所在地） 

 

代表者の氏名及び住所 

（氏 名） 

（住 所） 

 

 

認  可  申  請  書 

 

 地方自治法第２６０条の２第１項の規定により、不動産又は不動産に関する権利等を

保有するため認可を受けたいので、別添書類を添えて申請します。 

 

 （ 別 添 書 類 ） 

  １ 規  約 

  ２ 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

  ３ 構成員の名簿 

  ４ 保有資産目録又は保有予定資産目録 

  ５ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っている

ことを記載した書類 

  ６ 申請者が代表者であることを証する書類 
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保 有 資 産 目 録 
 

 

団体の名称               

 

    年  月  日現在 

 

 １ 不動産 

 （１）所有権を有する不動産 

   ア 建物 
 

名    称 延床面積 所     在     地 

   

   

   

 

   イ 土地 
 

地    目 面  積 所     在     地 

   

   

   

 

 ２ 不動産に関する権利等 

 （１）所有権以外の権原により保有している不動産 
 

権    原 不動産の種類 所     在     地 

   

   

   

 

 （２）地域的な共同活動を行うためのその他の資産 
 

資 産 の 種 類 及 び 数 量 
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保 有 資 産 目 録 記 載 要 領 
 

 

 

 

 １（１）ア 建 物 

      ○ 名  称 ・・・ ○○町内会集会所、△区公民館等の名称が付されている場合はこれによること。 

そうでない場合は、「集会所」「事務所」「居宅」等の区分によること。（参照：不 

動産登記法施行令第６条） 

 

○ 延床面積 ・・・ 不動産登記法施行令第８条に基づき各層ごとに算出された床面積を合計したもの 

とすること。 

（注）不動産登記法施行令第８条「建物の床面積は、各階ごとに壁その他の区画 

の中心線（一棟の建物を区分した建物については、壁その他の区画の内側線）で 

囲まれた部分の水平投影面積により、平方メートルを単位として定め、一平方メ 

ートルの百分の一未満の端数は、切り捨てる。」 

 

○ 所 在 地 ・・・ 市区町村内の地番（不動産登記法第９１条、同法施行令第１条、第２条、）及び 

     家屋番号（同法第９１条、同法施行令第５条）まで記載すること。 

 

 

 １（１）イ 土 地 

      ○ 地  目 ・・・ 不動産登記法施行令第３条に定める区分により定めるものとすること。 

                 （注）不動産登記法施行令第３条「地目は、土地の主たる用途により、田、畑、 

                宅地、塩田、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野、墓地、境内地、運河用地、水道 

用地、用悪水路、ため池、堤、井溝、保安林、公衆用道路、公園及び雑種地に区 

分して定める。」 

 

      ○ 面  積 ・・・ 不動産登記法施行令第４条に定める「地積」と同一とすること。 

                 （注）不動産登記法施行令第４条「地積は、水平投影面積により、平方メートル 

を単位として定め、一平方メートルの百分の一（宅地及び鉱泉地以外の土地で十 

平方メートルをこえるものについては、一平方メートル）未満の端数は、切り捨 

てる。」 

 

○ 所 在 地 ・・・ 市区町村内の地番（不動産登記法第７条、同法施行令第１条、第２条）まで記載 

すること。 

 

 （立木の所有権については、１（１）イ土地の「地目」を「樹種」（立木に関する法律第１５条第２号）、「面積」を 

  「数量」（同法第１５条第２号、立木登記規則第８条）と読み替えて記載すること。なお、所在地については、「 

  立木に関する法律」第１５条第１号の事項に留意すること。） 

 （注）立木に関する法律第１５条第１号「樹木が一筆の土地の一部に生立する場合に於ては其の部分の位置及地積、 

其の部分を表示すべき名称又は番号あるときは其の名称又は番号」 

 

 

 ２（１） ○ 権  原 ・・・ 不動産登記法第１条各号に掲げる権原のうち「所有権」を除くものとすること。 

                 （地上権、永小作権、地役権、先取特権、質権、抵当権、賃借権、採石権） 

      ○ 不動産の種類 … 土地、建物及び立木の区分によること。 

      ○ 所 在 地 ・・・ 原則として１に同じ 

 

 ２（２） ○ 資産の種類 ・・ 国債、地方債、社債といった区分により、銘柄（社債の場合は「何会社物上担 

        及び数量     保附社債」、国債及び地方債の場合は「何分利付何債」）、券面金額及び取得金額 

を記入すること。 
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保 有 予 定 資 産 目 録 
 

 

団体の名称               

 

  年  月  日現在 

 

 １ 不動産 

 

不動産の種類 
保有予定不動産 

の取得予定時期 

購入等の 

相 手 方 

保 有 予 定 不 動 産 の 

所      在      地 

    

    

    

    

    

    

 

 

 ２ 不動産に関する権利等 

 

資産の種類 権     原 権原取得の予定時期 
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保 有 予 定 資 産 目 録 記 載 要 領 

 

 

 １ 不 動 産 ・・・ 所有権を取得する予定不動産について記入すること。 

 

      ○ 不動産の種類 ・・・ 土地、建物及び立木の区分による。 

 

      ○ 取得予定時期 ・・・ 売買等により不動産の所有権を取得する予定時期を、少なくとも年月まで 

記載すること。 

                   なお、この「取得予定時期」は、認可申請年月日とできる限り近接してい 

ることが望まれる。 

 

      ○ 所  在  地 ・・・ 原則として市区町村内の地番（建物の表示登記において家屋番号が登記さ 

れている場合には家屋番号）まで記載するものとするが、住居表示によっ 

ても差し支えない。 

 

 

 ２ 不動産に関する権利等 

 

○ 資産の種類 ・・・ 不動産の場合は、土地、建物及び立木の区分による。 

 

                   金融資産の場合は、国債、地方債、社債といった区分により記入すること。 

 

      ○ 権    原 ・・・ 不動産の場合には、不動産登記法第１条各号に掲げる権原のうち「所有権」 

を除くものとする。（地上権、永小作権、地役権、先取特権、質権、抵当権、 

賃借権、採石権） 

 

○ 保有予定時期 ・・・ １に同じ。 
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  年  月  日 

 

熊本市長 大西 一史  様 

 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の 

所在地 

（名 称） 

（所在地） 

 

代表者の氏名及び住所 

（氏 名） 

（住 所） 

 

 

規 約 変 更 認 可 申 請 書 

 

       

 地方自治法第２６０条の３第２項の規約の変更の認可を受けたいので、別添書類を添

えて申請します。 

 

 

  （ 別 添 書 類 ） 

  １ 規約変更の内容及び理由を記載した書類 

 

  ２ 規約変更を総会で議決したことを証する書類 
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  年  月  日 

 

熊本市長 大西 一史  様 

 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の 

所在地 

（名 称） 

（所在地） 

 

代表者の氏名及び住所 

（氏 名） 

（住 所） 

 

 

告 示 事 項 変 更 届 出 書 

 

 

 下記事項について変更があったので、地方自治法第２６０条の２第１１項の規定によ

り、告示された事項に変更があった旨を証する書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

 １ 変更があった事項及びその内容 

 

 

  ２ 変更の年月日 

 

  

  ３ 変更の理由 
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認可地縁団体印鑑登録申請書 

 

  熊本市長(宛)                             年  月  日 

  

登録しようとする認可

地縁団体印鑑 

  
認可地縁団体の名称 

    

認可地縁団体の主たる

事務所の所在地 

  

      

(資 格) 

氏 名 

(         ) 印 

生 年 月 日 年    月    日 

住 所 

  

  

  

  
  上記のとおり認可地縁団体印鑑の登録を申請します。 

 

   申請者  □本 人   住所 

 

        □代理人   氏名          

  

 (注意事項) 

  1 この申請は本人が自ら手続きしてください。代理人によるときは、委任の旨を証する書面が

必要です。 

  2 登録しようとされている認可地縁団体印鑑を併せて提出してください。 

  3 (資格)氏名欄の氏名の次に押印する印鑑は、当市において登録されている代表者等の個人の

印鑑を使用し、印鑑登録証明書を添付してください。(代理人による申請の場合も、必ず代表者

等の個人の印鑑を押印してください。) 

  4 (資格)氏名欄の(  )には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいず

れかを記載してください。 
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認可地縁団体証明書交付請求書 

 

  年  月  日 

 

熊本市長  （宛） 

 

請求者の氏名及び住所 

 

氏  名                

 

住  所                

 

 地方自治法第２６０条の２第１２項の規定により下記の地縁による団体に係る、同条第１０項の規定

により告示した事項に関する証明書の交付を請求します。 

 

 

記 

 

認可地縁団体名称  

認可地縁団体の 

主たる事務所の所在地 
 熊本市 

 

 

必要通数 通 
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認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書 

 

  熊本市長(宛)                              年  月  日 

  

登録されている認

可地縁団体印鑑 

  

認可地縁団体の名称 

    

認可地縁団体の主たる

事務所の所在地 

  

      

(資格) 

氏 名 

(   ) 

生年月日 年  月  日 

住 所 

  

  

  

  
  上記のとおり認可地縁団体印鑑登録証明書    枚の交付を申請します。 

 

   申請者  □本 人   住 所            

 

        □代理人   氏 名             

  

 

 (注意事項) 

 

  1 この申請は本人が自ら手続きしてください。代理人によるときは、委任の旨を証する書面が必

要です。 

  2 (資格)氏名欄の(  )には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれ

かを記載してください。 
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Ⅳ 参 考 資 料 
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   参 考 法 令 

 
１ 地方自治法、同法施行規則 

  
【地方自治法第２６０条の２】 

１ 町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成さ

れた団体（以下本条において「地縁による団体」という。）は、地域的な共同活動のための

不動産又は不動産に関する権利等を保有するため市町村長の認可を受けたときは、その規約

に定める目的の範囲内において、権利を有し、義務を負う。 

 

２ 前項の認可は、地縁による団体のうち次に掲げる要件に該当するものについて、その団体

の代表者が総務省令で定めるところにより行う申請に基づいて行う。 
(1) その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持

及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行っている

と認められること。 
(2) その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。 
(3) その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、その相

当数の者が現に構成員となっていること。 
(4) 規約を定めていること。 

 
   地方自治法施行規則第１８条 
     地方自治法第２６０条の２第２項に規定する申請は、同条第 1 項に規定する地縁による団体の

代表者が、申請書に次に掲げる書類を添え、当該地縁による団体の区域を包括する市町村の長に

対し行うものとする。 
(1) 規約 
(2) 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 
(3) 構成員の名簿 
(4) 申請時に不動産又は不動産に関する権利等（以下この号において「不動産等」という。）を 

保有している団体にあっては保有資産目録、申請時に不動産等を保有することを予定している 
団体にあっては保有予定資産目録 

(5) その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持及び 
形成に資する地域的な共同活動を現に行っていることを記載した書類 

(6) 申請者が代表者であることを証する書類 
   ２ 前項の申請書並びに保有資産目録及び保有予定資産目録の様式は、別記のとおりとする。 
 

３ 規約には、次に掲げる事項が定められていなければならない。 
(1) 目的 
(2) 名称 
(3) 区域 
(4) 主たる事務所の所在地 
(5) 構成員の資格に関する事項 
(6) 代表者に関する事項 
(7) 会議に関する事項 
(8) 資産に関する事項 
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４ 第２項第２号の区域は、当該地縁による団体が相当の期間にわたって存続している区域の

現況によらなければならない。 

 

５ 市町村長は、地縁による団体が第２項各号に掲げる要件に該当していると認めるときは、

第１項の認可をしなければならない。 

 

６ 第１項の認可は、当該認可を受けた地縁による団体を、公共団体その他の行政組織の一部

とすることを意味するものと解釈してはならない。 

 

７ 第１項の認可を受けた地縁による団体（以下「認可地縁団体」という。）は、正当な理由

がない限り、その区域に住所を有する個人の加入を拒んではならない。 

 

８ 認可地縁団体は、民主的な運営の下に、自主的に活動するものとし、構成員に対し不当な

差別的取扱いをしてはならない。 

 

９ 認可地縁団体は、特定の政党のために利用してはならない 

 

１０ 市町村長は、第１項の認可をしたときは、総務省令で定めるところにより、これを告示

しなければならない。告示した事項に変更があったときも、また同様とする。 

 
   地方自治法施行規則第１９条 
     地方自治法第２６０条の２第１０項（森林組合法（昭和５３年法律第３６号）第１００条の２

２第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に規定する告示は、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ当該各号の場合に該当する旨を明示した上で当該各号に定める事項

について行うものとする。 
(1) 地方自治法第２６０条の２第１項の認可を行った場合 

イ 名称 
    ロ 規約に定める目的 

     ハ 区域 
     ニ 主たる事務所 
     ホ 代表者の氏名及び住所 
     ヘ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職務代行者 

が選任されている場合は、その氏名及び住所） 
     ト 代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 
     チ 規約に解散の事由を定めたときは、その事由 
     リ 認可年月日 

(2) 森林組合法第１００条の２２第３項の通知があった場合 
イ 名称 

     ロ 規約に定める目的 
     ハ 区域 
     ニ 主たる事務所 
     ホ 代表者の氏名及び住所 
     ヘ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職務代行者 
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が選任されている場合は、その氏名及び住所） 
     ト 代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 
     チ 規約に解散の事由を定めたときは、その事由 
     リ 森林組合法第１００条の２０第２項第７号の日又は同法第１００条の２２第１項の認可を

受けた日のいずれか遅い日 
(3) 解散した場合（破産による場合を除く。） 

イ 名称 
     ロ 区域 
     ハ 主たる事務所 
     ニ 清算人の氏名及び住所 
     ホ 解散事由 
     ヘ 解散年月日 

(4) 清算結了の場合 
イ 名称 

     ロ 区域 
     ハ 主たる事務所 
     ニ 清算人の氏名及び住所 
     ホ 清算結了年月日 

(5) 前２号の場合及び破産による場合を除くほか、地方自治法第２６０条の２第１１項の規定に 
より、告示された事項に変更があったとして届出があった場合 告示した事項のうち変更があ 
った事項及びその内容 

   ２ 前項の告示は、遅滞なく行わなければならない。 
 

１１ 認可地縁団体は、前項の規定に基づいて告示された事項に変更があったときは、総務省

令で定めるところにより、市町村長に届け出なければならない。 

 
   地方自治法施行規則第２０条 
     地方自治法第２６０条の２第１１項に規定する届出は、認可地縁団体の代表者が、届出書に告

示された事項に変更があった旨を証する書類を添え、当該認可地縁団体の区域を包括する市町村

の長に対し行うものとする。 
   ２ 前項の届出書の様式は、別記のとおりとする。 
 

１２ 何人も、市町村長に対し、総務省令で定めるところにより、第１０項の規定により告示

した事項に関する証明書の交付を請求することができる。この場合において、当該請求をし

ようとする者は、郵便又は信書便により、当該証明書の送付を求めることができる。 

 
   地方自治法施行規則第２１条 
     地方自治法第２６０条の２第１２項に規定する請求は、請求者の氏名及び住所、請求に係る団 

体の名称及び事務所の所在地を記載した証明書交付請求書を市町村長に提出することにより行う 
ものとする。 

   ２ 市町村長は、第１９条に掲げる事項を記載した台帳を作成し、前項の請求があったときは、末 
尾に原本と相違ない旨を記載した台帳の写しを交付しなければならない。 

   ３ 前項の台帳の様式は、別記のとおりとする。 
 

１３ 認可地縁団体は、第１０項の告示があるまでは、認可地縁団体となったこと及び第１０

項の規定に基づいて告示された事項をもって第三者に対抗することができない。 
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１４ 市町村長は、認可地縁団体が第２項各号に掲げる要件のいずれかを欠くこととなったと

き、又は不正な手段により第１項の認可を受けたときは、その認可を取り消すことができる。 

 

１５ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）第４条及び第 
７８条の規定は、認可地縁団体に準用する。 

 

１６ 認可地縁団体は、法人税法（昭和４０年法律第３４号）その他法人税に関する法令の規

定の適用については、同法第２条第６号に規定する公益法人等とみなす。（以下「略」） 

 

１７ 認可地縁団体は、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）その他消費税に関する法令の

規定の適用については、同法別表第３に掲げる法人とみなす。 

 
【地方自治法第２６０条の３：規約の変更】 

認可地縁団体の規約は、総構成員の４分の３以上の同意があるときに限り、変更すること

ができる。ただし、当該規約に別段の定めがあるときは、この限りでない。 
２ 前項の規定による規約の変更は、市町村長の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

 
   地方自治法施行規則第２２条    
     地方自治法第２６０条の３第２項の規定による規約の変更の認可の申請は、申請書に、規約変

更の内容及び理由を記載した書類並びに当該規約変更を総会で議決したことを証する書類を添付

して行わなければならない。 
   ２ 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。 
 
【地方自治法第２６０条の４：財産目録・構成員名簿】 

認可地縁団体は、認可を受ける時及び毎年１月から３月までの間に財産目録を作成し、常

にこれをその主たる事務所に備え置かなければならない。ただし、特に事業年度を設けるも

のは、認可を受ける時及び毎事業年度の終了の時に財産目録を作成しなければならない。 
２ 認可地縁団体は、構成員名簿を備え置き、構成員の変更があるごとに必要な変更を加えな

ければならない。 

 
【地方自治法第２６０条の５：代表者】 

認可地縁団体には、一人の代表者を置かなければならない。 

 
【地方自治法第２６０条の６：代表者の代表権】 

認可地縁団体の代表者は、認可地縁団体のすべての事務について、認可地縁団体を代表す

る。ただし、規約の規定に反することはできず、また、総会の決議に従わなければならない。 

 
【地方自治法第２６０条の７：代表権の制限】 

認可地縁団体の代表者の代表権に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができな

い。 
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【地方自治法第２６０条の８：代表権の委任】 

認可地縁団体の代表者は、規約又は総会の決議によって禁止されていないときに限り、特

定の行為の代理を他人に委任することができる。 

 
【地方自治法第２６０条の９：仮代表者】 

認可地縁団体の代表者が欠けた場合において、事務が遅滞することにより損害を生ずるお

それがあるときは、裁判所は、利害関係人又は検察官の請求により、仮代表者を選任しなけ

ればならない。 

 
【地方自治法第２６０条の１０：特別代理人】 

認可地縁団体と代表者との利益が相反する事項については、代表者は、代表権を有しない。

この場合においては、裁判所は、利害関係人又は検察官の請求により、特別代理人を選任し

なければならない。 

 
【地方自治法第２６０条の１１：監事】 

認可地縁団体には、規約又は総会の決議で、一人又は数人の監事を置くことができる。 

 
【地方自治法第２６０条の１２：監事の職務権限】 

認可地縁団体の監事の職務は、次のとおりとする。 
(1) 財産の状況を監査すること。 
(2) 代表者の業務の執行の状況を監査すること。 
(3) 財産の状況又は業務の執行について、法令若しくは規約に違反し、又は著しく不当な事 
項があると認めるときは、総会に報告をすること。 

(4) 前号の報告をするため必要があるときは、総会を招集すること。 

 
【地方自治法第２６０条の１３：通常総会】 

認可地縁団体の代表者は、少なくとも毎年１回、構成員の通常総会を開かなければならな

い。 

 
【地方自治法第２６０条の１４：臨時総会】 

認可地縁団体の代表者は、必要があると認めるときは、いつでも臨時総会を招集すること

ができる。 
２ 総構成員の５分の１以上から会議の目的である事項を示して請求があったときは、認可地

縁団体の代表者は、臨時総会を招集しなければならない。ただし、総構成員の５分の１の割

合については、規約でこれと異なる割合を定めることができる。 

 
【地方自治法第２６０条の１５：総会の招集手続】 

認可地縁団体の総会の招集の通知は、総会の日より少なくとも５日前に、その会議の目的

である事項を示し、規約で定めた方法に従ってしなければならない。 
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【地方自治法第２６０条の１６：総会の権限】 
認可地縁団体の事務は、規約で代表者その他の役員に委任したものを除き、すべて総会の

決議によって行う。 
 
【地方自治法第２６０条の１７：総会の決議事項】 

認可地縁団体の総会においては、第２６０条の１５の規定によりあらかじめ通知をした事

項についてのみ、決議をすることができる。ただし、規約に別段の定めがあるときは、この

限りでない。 

 
【地方自治法第２６０条の１８：構成員の表決権】 

認可地縁団体の各構成員の表決権は、平等とする。 
２ 認可地縁団体の総会に出席しない構成員は、書面で、又は代理人によって表決することが

できる。 
３ 前２項の規定は、規約に別段の定めがある場合には、適用しない。 

 
【地方自治法第２６０条の１９：構成員に表決権のない場合】 

認可地縁団体と特定の構成員との関係について決議をする場合には、その構成員は、表決

権を有しない。 

 
【地方自治法第２６０条の２０：認可地縁団体の解散事由】 

認可地縁団体は、次に掲げる事由によって解散する。 
(1) 規約で定めた解散事由の発生 
(2) 破産手続開始の決定 
(3) 認可の取消し 
(4) 総会の決議 
(5) 構成員が欠けたこと。 

 
【地方自治法第２６０条の２１：解散の決議】 

認可地縁団体は、総構成員の４分の３以上の賛成がなければ、解散の決議をすることがで

きない。ただし、規約に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

 
【地方自治法第２６０条の２２：認可地縁団体の破産】 

認可地縁団体がその債務につきその財産をもって完済することができなくなった場合に

は、裁判所は、代表者若しくは債権者の申立てにより又は職権で、破産手続開始の決定をす

る。 
２ 前項の規定する場合には、代表者は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければならない。 

 
【地方自治法第２６０条の２３：清算認可地縁団体】 

解散した認可地縁団体は、清算の目的の範囲内において、その清算の結了に至るまではな

お存続するものとみなす。 
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【地方自治法第２６０条の２４：清算人】 

認可地縁団体が解散したときは、破産手続開始の決定による解散の場合を除き、代表者が

その清算人となる。ただし、規約に別段の定めがあるとき、又は総会において代表者以外の

者を選任したときは、この限りでない。 

 
【地方自治法第２６０条の２５：裁判所による清算人の選任】 

前条の規定により清算人となる者がないとき、又は清算人が欠けたため損害を生ずるおそ

れがあるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の請求により又は職権で、清算人を

選任することができる。 

 
【地方自治法第２６０条の２６：裁判所による清算人の解任】 

重要な事由があるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の請求により又は職権で、

認可地縁団体の清算人を解任することができる。 

 
【地方自治法第２６０条の２７：清算人の職務権限】 

認可地縁団体の清算人の職務は、次のとおりとする。 
(1) 現務の結了 
(2) 債権の取立て及び債務の弁済 
(3) 残余財産の引渡し 

２ 清算人は、前項各号に掲げる職務を行うために必要な一切の行為をすることができる。 

 
【地方自治法第２６０条の２８：債権申出の公告】 

  認可地縁団体の清算人は、その就職の日から２箇月以内に、少なくとも３回の公告をもっ

て、債権者に対し、一定の期間内にその債権の申出をすべき旨の催告をしなければならない。

この場合において、その期間は、２箇月を下ることができない。 
２ 前項の公告には、債権者がその期間内に申出をしないときは清算から除斥されるべき旨を

付記しなければならない。ただし、清算人は、知れている債権者を除斥することができない。 
３ 認可地縁団体の清算人は、知れている債権者には、各別にその申出の催告をしなければな

らない。 
４ 第１項の公告は、官報に掲載してする。 

  
【地方自治法第２６０条の２９：期間後の債権申出】 

前条第１項の期間の経過後に申出をした債権者は、認可地縁団体の債務が完済された後ま

だ権利の帰属すべき者に引き渡されていない財産に対してのみ、請求することができる。 

 
【地方自治法第２６０条の３０：清算認可地縁団体の破産】 

清算中に認可地縁団体の財産がその債務を完済するのに足りないことが明らかになった

ときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをし、その旨を公告しなければならない。 
２ 清算人は、清算中の認可地縁団体が破産手続開始の決定を受けた場合において、破産管財

人にその事務を引き継いだときは、その任務を終了したものとする。 
３ 前項に規定する場合において、清算中の認可地縁団体が既に債権者に支払い、又は権利の

帰属すべき者に引き渡したものがあるときは、破産管財人は、これを取り戻すことができる。 
４ 第１項の規定による公告は、官報に掲載してする。 
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【地方自治法第２６０条の３１：残余財産の帰属】 

解散した認可地縁団体の財産は、規約で指定した者に帰属する。 
２ 規約で権利の帰属すべき者を指定せず、又はその者を指定する方法を定めなかったとき

は、代表者は、市町村長の認可を得て、その認可地縁団体の目的に類似する目的のために、

その財産を処分することができる。ただし、総会の決議を経なければならない。 
３ 前２項の規定により処分されない財産は、市町村に帰属する。 

 
【地方自治法第２６０条の３２：解散・清算の監督】 

認可地縁団体の解散及び清算は、裁判所の監督に属する。 
２ 裁判所は、職権で、いつでも前項の監督に必要な検査をすることができる。 

 
【地方自治法第２６０条の３３：清算結了の届出】 

認可地縁団体の清算が結了したときは、清算人は、その旨を市町村長に届け出なければな

らない。 

 
【地方自治法第２６０条の３４：仮代表者・特別代理人の選任、認可地縁団体の解散・清算の管轄】  

認可地縁団体に係る次に掲げる事件は、その主たる事務所の所在地を管轄する地方裁判所

の管轄に属する。 
(1) 仮代表者又は特別代理人の選任に関する事件 
(2) 解散及び清算の監督に関する事件 
(3) 清算人に関する事件 

 
【地方自治法第２６０条の３５：清算人の地位】 

認可地縁団体の清算人の選任の裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

 
【地方自治法第２６０条の３６：清算人、検査人の報酬】  

裁判所は、第２６０条の２５の規定により清算人を選任した場合には、認可地縁団体が当

該清算人に対して支払う報酬の額を定めることができる。この場合においては、裁判所は、

当該清算人（監事を置く認可地縁団体にあっては、当該清算人及び監事）の陳述を聴かなけ

ればならない。 

 
【地方自治法第２６０条の３７：検査人の選任】 

裁判所は、認可地縁団体の解散及び清算の監督に必要な調査をさせるため、検査役を選任

することができる。 
２ 前２条の規定は、前項の規定により裁判所が検査役を選任した場合について準用する。こ

の場合において、前条中「清算人（監事を置く認可地縁団体にあっては、当該清算人及び監

事）」とあるのは、「認可地縁団体及び検査役」と読み替えるものとする。 
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【地方自治法第２６０条の４０：罰則】 

次の各号のいずれかに該当する場合においては、認可地縁団体の代表者又は清算人は、非

訟事件手続法（平成２３年法律第５１号）により、５０万円以下の過料に処する。 
(1) 第２６０条の２２第２項又は第２６０条の３０第１項の規定による破産手続開始の申 
立てを怠ったとき。 

(2) 第２６０条の２８第１項又は第２６０条の３０第１項の規定による公告を怠り、又は不 
正の公告をしたとき。 

 
２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

 
第４条   一般社団法人及び一般財団法人の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする。 

 第７８条  一般社団法人は、代表理事その他の代表者がその職務を行うについて第三者に加えた損害

を賠償する責任を負う。  
 



「地縁による団体」に係る税関係について

下記に挙げているものは、一般的な取扱いであることから、個別の取扱いについては所管課などに必ず確認してください。

また、下記以外にも課税する税がある場合がありますので、詳細についてはお近くの税務署など関係機関にお問い合わせください。

収益事業がない場合 収益事業がある場合 収益事業がない場合 収益事業がある場合

不動産譲渡税

不動産取得税

法人税
（法人臨時特別税を含む）

非課税 課税 非課税 課税

消費税 非課税
年間売上が1,000万円を超え

る場合のみ、課税
非課税

年間売上が1,000万円を超え
る場合のみ、課税

不動産取得税

法人県民税
均等割：非課税

法人税割：非課税
均等割：課税

法人税割：課税
均等割：課税（申請により減免可能）

法人税割：非課税
均等割：課税

法人税割：課税

法人事業税 非課税 課税 非課税 課税

法人市民税
均等割：非課税

法人税割：非課税
均等割：課税

法人税割：課税
均等割：課税（申請により減免可能）

法人税割：非課税
均等割：課税

法人税割：課税

熊本市 市民税課
（法人課税班）
096-328-2173

固定資産税
（都市計画税）

熊本市　固定資産税課
096-328-2195

税　　目

認可前の地縁による団体 認可を受けた地縁による団体

所管部署税法上：人格なき社団 税法上：みなし公益法人

国税

非課税
熊本西税務署

096-355-1181 （代表）
　管轄（中央区、西区、

南区、北区）

熊本東税務署
096-369-5566 （代表）

管轄（東区）

課税　（公益のために直接使用されるもの（公民館など）については、減免申請可能）

県税

課税　（場合により減免あり）　

熊本県　県央広域本部
課税第一課

096-333-3200 （代表）

市税

課税　（公益のため直接使用されるもの（公民館など）については、減免申請可能）

収益事業について
たとえ認可地縁団体であっても、その活動の一部が法人税法施行令第5条で規定する収益事業34業種（物品
販売業、不動産販売業、金銭貸付業、物品貸付業、不動産貸付業、製造業、通信業、運送業、倉庫業、請負
業、印刷業、出版業、写真業、席貸業、旅館業、料理飲食業、周旋業、代理業、仲立業、問屋業、鉱業、土石
採取業、浴場業、理容業、美容業、興行業、遊技所業、遊覧所業、医療保健業、技芸・学力教授業、駐車場
業、信用保証業、無体財産権の提供業、労働者派遣業）に該当する場合は、収益事業を行っているものとみ
なされます。

【例】地縁団体で所有している土地を駐車場として賃借料を得ている場合など
　　　なお、自治会や子ども会などで行うバザーなどは物品販売業にはあたりません。
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